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本資料は、リガク・ホールディングス株式会社（以下「当社」といいます）の企業情報等の提供のために作成されたものであり､米国、日本国またはそれ以外の一切
の法域における当社の発行する株式その他の有価証券への勧誘を構成するものではありません。米国、日本国またはそれ以外の一切の法域において、適用法令に
基づく登録若しくは届出またはこれらの免除を受けずに、当社の有価証券の募集または販売を行うことはできません。

本資料には、当社または当社グループに関連する見通し、計画、目標などの将来に関する記述がなされています。これらの記述には、「予想」、「予測」、
「予定」、「期待」、「意図」、「計画」、「可能性」やこれらの類義語が含まれることがありますが、これらに限られるものではありません。これらの将来に
関する記述は、当社が現在入手している情報をもとに、本資料の作成時点における当社の判断に基づいて記載したものであり、また、一定の前提・仮定の下に
なされています。そのため、これらの記述または前提・仮定は、様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の結果はこれと大幅に異なる可能性があります。
このリスクや不確定要素には、例えばX線分析機器の需要の悪化、当社のブランド、製品およびサービスに関するレピュテーション、市場における競争状況、海外
事業展開に伴うリスク、物価変動、為替変動、労働コストの変動、規制動向、事業成長戦略の遂行可能性、個人情報・機密情報の保護、裁判手続等の動向、大規模
災害の発生その他の要因が含まれます。

当社の現在の決算期は12月末であります。また、当社は、2022年1月1日を移行日として、2022年12月期より国際財務報告基準（以下「IFRS」といいます）を採用
しております。

本資料には、調整後EBITDA、調整後EBITDAマージン、調整後営業利益、調整後営業利益率、研究開発費比率、設備投資額比率、調整後当期利益、フリーキャッ
シュ・フローなど、当社のNon-IFRS指標に関する記述がありますが、これらはIFRS、日本基準その他の会計基準に基づく財務数値に代替するものではありません。
かかるNon-IFRS指標の当社における使用、定義および算定は、他社における同様の名称の財務指標とは大きく異なる可能性があり、直接的に比較することはできま
せん。これらの財務数値の算出根拠等の詳細についてはAppendixをご参照ください。また、本資料には、製品区分別売上収益および営業利益並びにエンドマーケッ
ト別売上収益等の管理会計ベースの財務情報が含まれています。当該財務情報は日本基準またはIFRSに基づき作成されたものではなく、監査を受けたものでもあり
ません。

なお、本資料における記述は本資料の日付（またはそこに別途明記された日付）時点のものであり、当社は、それらの情報を最新のものに随時更新するという義務
も方針も有しておりません。そのため、本資料に記載されている将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではありません。また、本資料に記載されてい
る当社および当社グループ以外の企業等に関する情報は、公開情報または第三者が作成したデータ等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等に
ついて、当社は何らの検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。
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【アジェンダ】

１．2025年12月期 第1四半期連結決算概要

２．市場環境の変化への対応と成長戦略のアップデート
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2025年12月期 第1四半期連結決算概要
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2025年12月期第1四半期連結決算のハイライト

◼ 売上は対前年同期比5.5％増(下期中心の年間成長シナリオにほぼ沿った形)。R&D、コマーシャルインフラ

への投資は継続し、調整後EBITDA、調整後営業利益は対前年同期比で減少（想定の範囲内）

◼ 1Q売上へのトランプ政策のインパクトは限定的。今後の業績への影響は精査中

◼ パイプラインは堅調を維持(+20%YOY)。案件の売上コンバージョン(量/時期)が今後の鍵

全社

半導体
プロセス・

コントロール
機器

◼ 売上が少なかった昨年同期比2倍以上の売上(＋115%YOY)。昨年四半期平均を上回るペース

◼ メモリ量産投資等の時期ズレはあるものの、開発投資は旺盛

ロジック、メモリ、半導体製造装置メーカー等、全てのセグメントで概ね堅調な需要予測の継続を確認

多目的
分析機器

◼ 補正予算案件の剥落があった中国、大型案件が減少した日本の売上が対前年同期比で減少、

米州及びアジアの売上は大きく伸長

◼ 全体として対前年同期比10.3%の減収は概ね想定の範囲内
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2025年12月期第1四半期連結決算 業績サマリー

注：
1. Non IFRSの項目算出に関する調整項目についてはPage25、26に詳細を記載

◼ 売上は半導体プロセス・コントロール機器事業が増加する一方で他事業は低下。全体では5.5％拡大

◼ 調整後EBITDA(1)、調整後当期利益(1)は戦略的な販管費の増加のため、金額・利益率とも対前年同期比で低下
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多目的分析機器事業

日本は前年1Qに電池、電子部品、アカデミア等で大型案件が集中した反動から売上減。1Q計画に織り込み済み

グローバル戦略が継続して奏功し、米州、アジアを中心に売上拡大

中国では前年の大型補正予算案件が剥落した影響で売上減。その他は計画通りの水準

パワー半導体向け大型製品(XRTmicron、TFXRD)は短期的な市況を反映し売上減

GPマージン(2)率向上(+1.0pts)。戦略的投資継続を反映し営業利益率は低下

３

1

中国除く
海外売上収益
+27.3%YoY

地域別売上収益 エンドマーケット別売上収益

５
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４
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3

注：
1. 過年度分エンドマーケット売上収益の分類調整後
2. 2025年第１四半期連結会計期間より、従来販売費及び一般管理費で計上していた販売先での納入等フィールドサービス関連費用を売上原価に計上する方法へ変更。本資料では当該変更を前年同期についても遡及適用

(1)

◼ 売上は減少するも概ね想定の範囲内(中国補正予算、大型案件減)。米州及びアジアは成長持続

◼ 注力するグローバル市場(特殊要因のあった中国を除く)で売上は27.3%増

（億円） （億円）
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◼ 1Qの売上堅調(昨年四半期平均上回る)。半導体市況の変化、トランプ政策の影響は軽微

半導体プロセス・コントロール機器事業

AI半導体の需要が拡大する日本・欧州・アジアで売上増

一部、量産投資の遅れはあるが、アジアでDRAM(HBM)及び3D NAND(データーセンター向け)の需要拡大の兆しを確認

WFEは日本・米国で堅調。中国需要の取り込みも開始

中国売上比率は15%。計画比上振れ傾向

GPマージン率(1)は地域別売上ミックスで低下するも、売上拡大によるレバレッジ効果で営業利益率は向上

地域別売上収益アプリケーション別売上収益

1

+11.7pts

注：
１．2025年第１四半期連結会計期間より、従来販売費及び一般管理費で計上していた販売先での修理・納入等フィールドサービス関連費用を売上原価に計上する方法へ変更。本資料では当該変更を前年同期についても遡及適用
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◼ 部品・その他分析機器が低調なスタート。売上は全体で▲18.6%縮小

◼ サービスは計画通りの売上7.4%成長達成

サービスは価格の引き上げとグローバルでの保守サービス契約の拡販により7.4%増加

部品・その他分析機器は、EUV向け多層膜ミラーの顧客在庫調整長期化、要素部品販売の戦略的方向性の調整、その他分析機器の

期ズレにより売上が減少。但し、その他分析機器は回復見込み

高利益率のEUV向け多層膜ミラーを含めた売上の低下により営業利益率は低下

部品・その他分析機器/サービス売上収益 地域別売上収益

2

1

1

2

（億円） （億円）
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調整後EBITDA分析

◼ 調整後EBITDAマージンは、戦略的投資増加と成長率のバランスにより対前年同期比▲2.7pts (22.3%⇒19.6%)

◼ 売上総利益率は向上し、研究開発費並びに販売体制強化に伴う販管費の増加を一部カバー

半導体市場向け
装置開発促進等

半導体プロセス・
コントロール事業での

代理店経由売上ミックス
の増加

（対売上比率）

人員、IT関連等
体制強化費用

販売ミックス・
プライシング

注：
１．2025年第１四半期連結会計期間より、従来販売費及び一般管理費で計上していた販売先での修理・納入等フィールドサービス関連費用を売上原価で計上する方法に変更。本資料では当該変更を前年同期についても遡及適用（674百万円を販売費及び一般管理費から売上原価に変更）して表示
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市場環境の変化への対応と成長戦略のアップデート

11



【需要のより大きな分野へのシフト】

多目的分析機器 (詳細P13参照)

▪ 米国におけるインダストリー分野へのアプローチ強化

▪ 米国以外での事業強化(アジア、中国)

▪ Pillar 3 戦略の加速

半導体プロセス・コントロール機器 (詳細P14-15参照)

▪ 開発/新分野ニーズの更なる深堀

▪ サプライチェーン多重化による創出機会の捕捉

12

▪ 2025年リガクグループ売上の約26%が米国顧客向け

➢ 約20%が米国への輸出製品、約6%が米国内製造製品

→ 米国子会社経由で販売(主に多目的分析 ）:

→ 米国顧客へ直接販売(主に )  :

▪ 基本関税10%の場合に、米国顧客への販売価格に対して

想定されるコスト増幅：

    約4～5%                      半導 ～10％

▪ 米政府歳出削減による米ライフサイエンス、アカデミア

セグメントにおける事業機会の減少

➢ リガク全体に占める売上高の割合：

米ライフサイエンス :： 米アカデミア :  約6%

▪ 世界の景気悪化懸念による、顧客の投資意欲減退・延期

▪ CHIPS法廃止や半導体関税導入の動きによる半導体市場の

スローダウン・リスク

トランプ政策による影響と対策

【関税負担の軽減に向けた取り組み方針】

▪ 販売価格への転嫁（受注済と今後の受注案件双方）

▪ 商流の変更

▪ 既存米国拠点を活用した米国内での組立て＋検査作業の拡大

▪ 米国製造部品/モジュールにおける免税措置の活用

関税増の直接的影響 各種政策による間接的影響の可能性（要精査）

環
境
変
化

想
定
ア
ク
シ
ョ
ン

14%

6%

関税の直接的な影響には対応可能
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半導体ﾌ゚ ﾛｾｽ･ｺﾝﾄﾛー ﾙ多目的分析機器

多目的分析機器

半導体ﾌ゚ ﾛｾｽ･ｺﾝﾄﾛー ﾙ 約2% 約7%



電子デバイス

▪ SEMI対応TFXRDの初号機完成

▪ SEMI対応XRTmicron納入

電池

▪ 自動化XRDに対応した気密試料ホルダー開発
完了⇒受注獲得

▪ 電池材料向けオートメーションでの欧州企業
との連携

ライフサイエンス

▪ 新技術浸透のため、日米で製薬企業向け受託
分析開始
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環境変化と対応アクション：多目的分析機器事業

▪ 米国の歳出削減政策の影響
(アカデミア、ライフサイエンス分野)

▪ アカデミアからインダストリー分野へのシフト

▪ 特にトランプ政策により追い風が吹く可能性のある
マイニング、オイル＆ガス、セキュリティなどの
分野で新たなビジネス機会を捕捉

▪ 世界同時不況懸念、意思決定の遅延リスク

▪ グローバル営業戦略の一層の推進、コマーシャル
インフラの拡充(販売・サービス、ラボラトリー、
テクノロジーセンター)

▪ R&D自動化(マテリアル・インフォマティックス）
等の新ニーズの掘り起こし

▪ 新製品需要が一巡したことによる
大型案件の減少傾向

▪ Pillar 3戦略(Lab to Fab戦略)を更に加速

▪ 中国SiC市場への浸透推進(XRTmicron、TFXRD) 

▪ Synergy ED(電子線回折装置)の製薬メーカー
への浸透

◼不確実性が高まる中にあっても、Pillar 3戦略(Lab to Fab戦略）およびグローバル戦略を強力に推進し、

レジリエントな事業モデルで変化に対応

主要な環境変化 対応アクション Pillar 3戦略の進捗



アドバンスト・ロジック/ファウンドリ

▪ 主要顧客との案件は堅調に推移

▪ AI超薄膜、Si/SiGe多層膜解析等における
当社製品ニーズ拡大

▪ 次世代アドバンスト・パッケージング向け
製品(AXI)(1)の採用に向けデモ推進中

メモリ

▪ Top 3メモリメーカーからの受注・売上獲得

▪ HBMの高性能化、歩留まり改善においても
AXI(1)デモ測定の依頼

WFE(半導体製造装置メーカー)

▪ 主要WFE各社とのコラボ推進

▪ X線メトロロジー機器の戦略的重要性の
認知度向上
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◼ AI関連やメモリー分野を中心に、市場の成長と回復が期待される年後半に向け、営業活動・体制を強化

◼先端プロセスへの対応力を強化し、競争優位性の確立と堅固な成長基盤の構築を目指す

環境変化と対応アクション：半導体プロセス・コントロール機器事業
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▪ 量産投資は進展するも、半導体市況の変化に
よりメモリなど一部分野で遅延

▪ 量産から開発への力点シフトと戦略的バランスの
確保

▪ 投資増額を確実に捕捉し、Top 3メモリメーカー
からの受注売上を拡大

▪ トランプ関税の影響

▪ サプライチェーン多重化による中長期ビジネス
機会の拡大

▪ 関税の影響の確認と対応

▪ グローバル営業体制(特に米国・アジア)の強化
による機会の獲得

▪ AI Chipの構造変化など、テクノロジー開発
ロードマップの進捗の更なる加速

▪ 開発分野への注力、研究開発への継続的投資

▪ 次ページ(P15)に詳述

▪ 国家主導で急速に成長する中国半導体市場

▪ 中国代理店チャネルの複線化

▪ 対顧客接点の強化

▪ 台湾テクノロジーセンター(開設予定)の
中国ビジネスへの活用

2025年目標に向けた進捗主要な環境変化 対応アクション

注：
１．AXI: Advanced X-ray Inspection
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▪ GAA等の先端デバイス・プロセス向け
Si/SiGe多層薄膜やHigh-k/メタルゲート
薄膜計測

▪ GAA/CFET立体構造の非破壊計測

Si/SiGe多層薄膜解析

▪ マイクロバンプおよびTSV検査用途の新製品

▪ AXI(1)アルファ機開発完了。
顧客サンプルデモ 推進中

▪ 量産向けベータ機2025年末完成予定

▪ CFET/3D DRAM/High AR 3D NAND等の
立体構造計測用途のHybrid Metrology開発

▪ パートナー企業との協働推進中

▪ GEN1機顧客サイト導入(2025年3Q予定)

▪ GEN2機の開発へ

X-Ray Optics/e-beam

◼ グローバル研究機関との共同開発を加速。新技術・新製品の顧客サイトへの導入推進

更なる成長に向けた取り組みの進捗：半導体プロセス・コントロール機器事業

TSVの欠陥解析

これまでの取り組み

アドバンスト・
ロジック

アドバンスト・
パッケージング

Hybrid 
Metrology

進捗

▪ Si/SiGe: 顧客サイト導入済/装置評価中
▪ High-k/メタルゲート: 既存製品のアプリケーション

拡大完了
▪ GAA/CFET:
➢ 現行機 - 顧客サイト導入済
➢ 量産向け次世代機 - imecとのコラボレーション、

大学との軟X線計測研究等施策により開発推進中
2026年開発終了予定

GAA/CFET立体構造の
非破壊計測

欠陥自動検出X線画像

Bad Vias

Good 
Vias

Bad
(void)

Good

注：
１．AXI: Advanced X-ray Inspection

ハイブリッドエンジン
(物理モデル＋機械学習)



✓ 外部生産パートナーへ半導体市場向けの
X線分析装置の組み立ておよび検査を外注

✓ 第6工場の使用を開始
製造ブースの増設を実施し、すでに15ブースの増築完了

✓ 蛍光X線分析装置、半導体計測関連装置を製造

✓ 機能移転を完了し、生産スペース拡充を実施中
X線蛍光装置、半導体関連装置に貢献

✓ 当社の主力工場。X線要素部品、回折装置、熱分析装置等を
製造

✓ 増設工事は順調に推移。5月に新棟完成、移設を開始

生産体制強化のアップデート

© 2025 RIGAKU HOLDINGS CORPORATION AND ITS GLOBAL SUBSIDIARIES. ALL RIGHTS RESERVED.

生産スペースの拡張(2022年対比、約1.5倍)

◼ サプライチェーン体制強化プランは順調に進捗。生産スペースの拡大は概ね完了。下期の売上拡大に貢献

▪ 製品供給体制を増強すべく、山梨工場の増設をはじめとする生産能力拡大を企図

16

リードタイムの短縮(2027年迄に30％削減)X

新棟の外観(西側 エントランス) 新棟の外観(北側 出荷エリア) 新棟内部

蛍光装置 組立エリアの拡張 蛍光装置 総合検査エリアの拡張 半導体関連装置用クリーンブース拡張

半導体関連装置用クリーンブース拡張 デモエリアの拡張 半導体関連装置用組立エリアの拡張

1

山梨工場増設

(2025年5月完了)

大阪工場増設

(2025年4月完了)

2

外部パートナーの

活用拡大

日邦プレシジョン㈱様

(2025年4月完了)

3
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終わりに

◼ 2025年第1四半期は想定内の増収減益。関税など環境変化への短期的ディフェンスに着手

◼ 中計に沿った成長持続に向けて、旺盛なパイプラインの着実な案件化を推進

◼ 先行きの不透明感が強まる中、成約遅延リスクの拡大を注視(特に多目的分析機器分野）

◼ 半導体分野では、先端技術開発が更に加速しており一層の注力。

中期的には中国市場を含めたポジティブ要因も期待

◼ これらを総合的に精査し、上半期決算で業績影響を慎重に見極める方針

17
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Appendix - 2025年12月期第1四半期連結決算
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多目的分析機器 半導体プロセス・コントロール機器 部品・サービス

19

製品別損益(管理会計ベース)

製品別売上収益推移

（億円）

(百万円)

売上収益 営業利益 営業利益率

2024/12
1Q累計

2025/12
1Q累計

増減 増減率
2024/12
1Q累計

2025/12
1Q累計

増減 増減率
2024/12
1Q累計

2025/12
1Q累計

増減

多目的分析機器 10,289 9,231 (1,058) (10.3)% 2,178 1,253 (925) (42.5)% 21.2% 13.6% (7.6)pts

半導体プロセス・コントロール機器 2,874 6,193 3,319 115.5% 418 1,626 1,208 289.0% 14.6% 26.3% 11.7pts

部品・サービス 6,373 5,190 (1,183) (18.6)% 1,235 580 (655) (53.0)% 19.4% 11.2% (8.2)pts

本社費 - - - - (672) (624) 48 7.1% - - -

売上収益合計 19,537 20,614 1,077 5.5% 3,160 2,835 (325) (10.3)% 16.3% 13.8% (2.5)pts
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地域別売上収益(1)

注：
1. 海外の顧客・代理店に対する売上収益に基づき算出

地域別売上収益推移

（億円）

(百万円)

2024/12 2025/12
増減 増減率 主たる増減要因

1Q累計 1Q累計

売上収益合計 19,537 20,614 1,077 5.5% -

日本 7,790 7,732 (58) (0.7)% 半導体プロセス・コントロール機器で増収も多目的分析機器と部品・サービスの減収で微減

米州 4,898 4,570 (328) (6.7)% 多目的分析機器で増収も部品・サービス事業の減収により対前期減

欧州 2,026 2,768 742 36.6% 主に半導体プロセス・コントロール機器事業が貢献

アジア（中国以外） 1,903 3,156 1,253 65.8% 主に半導体プロセス・コントロール機器事業が貢献

中国 2,918 2,387 (532) (18.2)% 前期に中国補正予算による売上含み減少、一部を半導体増収によりリカバリー
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エンドマーケット別売上(1)(管理会計ベース)

(百万円)

2024/12
売上収益比率

2025/12
売上収益比率 コメント

1Q累計 1Q累計

売上収益合計 19,537 100% 20,614 100% -

半導体・電子部品 4,820 25% 7,798 38% 半導体プロセス・コントロール機器の伸長により比率増加

ライフサイエンス 1,113 6% 944 4% -

その他産業 4,784 24% 3,476 17%
米州におけるセキュリティ向け売上の期ズレ、日本・中国で
電池市場向け売上減による比率低下

アカデミア/ガバメント 5,535 28% 4,692 23% 前期は中国補正予算案件を含み、今期の比率低下

サービス 3,283 17% 3,703 18% -

半導体・電子部品

25%

ライフサイエンス

6%

その他産業

24%

アカデミア／ガバメント

28%

サービス

17%
半導体・電子部品

38%

ライフサイエンス

4%その他産業

17%

アカデミア/ガバメント

23%

サービス

18%

2024/12月期 1Q累計 2025/12月期 1Q累計

注：
1. 過年度分エンドマーケット売上収益の分類調整後



研究開発費 設備投資
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研究開発費/設備投資

44

51

68

16
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-0.4%
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8.6%
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2022/12 2023/12 2024/12 2025/1Q

研究開発費 対売上比率

36

27

27 28

63

6

4.3%
3.5%

7.0%

3.0%

2022/12 2023/12 2024/12 2025/1Q

設備投資額 対売上比率

（億円） （億円）

◼ 研究開発費は半導体・多目的分析機器など戦略的に投資

◼ 設備投資は社内インフラ投資を中心に実施

山梨工場

拡張



(百万円)
2024/12 2025/12

増減 増減率 主たる増減要因
1Q累計 1Q累計

売上収益 19,537 20,614 1,077 5.5%
半導体プロセス・コントロール機器事業は大幅増加も、昨年度の中国補正予算案件の反動やEUV関連取引の
減少等により多目的分析機器および部品・サービスが低下

売上総利益(1) 10,607 11,590 983 9.3%
半導体プロセス・コントロール機器事業の売上増加による

対売上収益比率 54.3% 56.2% 1.9pts

営業利益 3,160 2,835 (324) (10.3)%
研究開発費、人件費、販売手数料および為替差損の増加

対売上収益比率 16.2% 13.8% (2.4)pts

税引前四半期利益 3,036 2,741 (295) (9.7)%

四半期利益 2,185 1,918 (267) (12.3)%

Non-IFRS 指標

調整後四半期利益(2) 2,602 2,265 (337) (13.0)%

調整後EPS 11.6 9.8 (1.7) (15.0)%

EBITDA 4,334 4,030 (304) (7.0)%

調整後EBITDA 4,355 4,030 (325) (7.5)%

対売上収益比率 22.3% 19.6% (2.7)pts

研究開発費 1,449 1,653 204 14.1% 研究開発投資促進

対売上収益比率 7.4% 8.0% 0.6pts

設備投資額 520 625 104 20.2%

対売上収益比率 2.7% 3.0% 0.3pts

フリーキャッシュ・フロー 1,605 489 (1,116) (69.5)% 前年度は債務決済日が4月1日であったことによる期ずれが影響

JPY/USD 149.9 151.2 1.3 0.9% 第1四半期の為替影響額（対前年比）：売上 +約50百万円、EBITDA +約30百万円

JPY/EURO 162.2 159.4 (2.8) (1.7)%
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2025年12月期第1四半期 連結決算 業績サマリー

注：
１．2025年第１四半期連結会計期間より、従来販売費及び一般管理費で計上していた販売先での修理・納入等フィールドサービス関連費用を売上原価で計上する方法に変更。本資料では当該変更を前年同期についても遡及適用（674百万円を販売費及び一般管理費から売上原価に変更）して表示
２．Non IFRSの項目算出に関する調整項目についてはPage 25、26に詳細を記載



(百万円)
2024/12 2025/12

増減 増減率 主たる増減要因
期末 1Q

流動資産 71,228 67,341 (3,887) (5.5)% 現預金の減少、期末からの債権回収

(現預金） 27,992 24,258 (3,733) (13.3)% 借入金返済、法人税支払い、配当金支払い、期末からの債務支払い、海外棚卸し資産の増加等による

有形固定資産 19,287 18,832 (454) (2.4)% 減価償却等による減少

無形資産 87,030 87,188 157 0.2% リース使用権資産、繰延税金資産の増加、無形資産の償却による減少

資産合計 177,547 173,362 (4,184) (2.4)%

流動負債 29,934 28,263 (1,670) (5.6)% 期末からの債務支払い、未払法人所得税の支払い等による減少

非流動負債 65,843 63,960 (1,883) (2.9)% 借入金 返済による

（有利子負債総額） 61,601 59,744 (1,856) (3.0)%

純資産 81,769 81,138 (630) (0.8)% 配当による利益剰余金減少

負債・純資産合計 177,547 173,362 (4,184) (2.4)%

ネットデット/
調整後EBITDA(1) 1.4x 1.5x

自己資本比率 46.1% 46.8%

(百万円)
2024/12 2025/12

増減 増減率 主たる増減要因
1Q累計 1Q累計

営業キャッシュ・フロー 2,126 1,114 (1,011) (47.6)% 前年度は債務決済日が4月1日であったことによる期ずれが影響

投資キャッシュ・フロー (520) (625) (104) - 有形・無形固定資産の取得支出

フリーキャッシュ・フロー 1,605 489 (1,116) (69.5)%

財務キャッシュ・フロー (2,283) (3,038) (755) - 配当金支払

為替換算差異 605 (1,184) (1,789) 現預金の為替換算差額

ネットキャッシュ・フロー (72) (3,733) (3,661) -
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2025年12月期第1四半期 連結決算 B/S & キャッシュ・フロー

注：
1. 2025年12月期第1四半期末の値はLTM合計の調整後EBITDAを用いて算出
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調整後利益等における調整項目(1/2)

(百万円) 2024/12 2025/12 増減

EBITDA 1Q累計 1Q累計

税引前四半期利益 3,036 2,741 (295)

減価償却費及び償却費 1,212 1,200 (12)

支払利息 161 203 41

受取利益及び配当金 (76) (114) (37)

EBITDA 4,334 4,030 (303)

利益率 22.2% 19.6% (2.6)pts

調整後EBITDA

EBITDA 4,334 4,030 (304)

コンサルティング・フィー 7 0 (7)

上場関連費用 14 0 (14)

調整項目計 21 0 (21)

調整後EBITDA 4,355 4,030 (325)

利益率 22.3% 19.6% (2.7)pts
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調整後利益等における調整項目(2/2)

(百万円) 2024/12 2025/12 増減

調整後営業利益 1Q累計 1Q累計

営業利益 3,160 2,835 (324)

PPA償却費 600 517 (82)

コンサルティング・フィー 7 0 (7)

上場関連費用 14 0 (14)

調整項目計 621 517 (103)

調整後営業利益 3,782 3,353 (428)

利益率 19.4% 16.3% (3.1)pts

調整後四半期利益

四半期利益 2,185 1,918 (267)

PPA償却費 600 517 (82)

コンサルティング・フィー 7 0 (7)

上場関連費用 14 0 (14)

調整項目計 621 517 (103)

調整項目に対する税金等調整 (204) (170) (34)

調整後四半期利益 2,602 2,265 (337)

利益率 13.3% 11.0% (2.3)pts
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調整後自己資本利益率(ROE)(1)株主還元方針

連結配当性向: 30%程度を目指す

▪ 中長期の経営視点から成長投資の推進と財務健全性の確保とのバランスを考慮

しつつ、各期の業績に応じて当期連結利益の30%を目途に株主への配当を実施

していくことを、引続き基本的な方針とします

▪ 2025年通期での予想配当はこの方針に基づき、予想連結利益の30%である、

一株あたり18.8円を予想し、上期は通期予想配当の50%とする方針です

株主還元方針／ROE推移

27

注：
1. ROE = 調整後税引後当期純利益÷自己資本（期首期末平均）

21.9%
20.9% 20.0%

2023/12 2024/12 2025/3 LTM
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用語集(1/2)

用語 説明

AXI • Advanced X-Ray Inspectionの略称。X線を使用して電子部品、半導体、産業製品の内部欠陥（ボイド、
クラック、ズレなど）を非破壊かつ自動で検査する方法。

CFET • Complementary FET（CFET）はN型FETとP型FETを垂直方向に積層して統合する次世代の半導体デバイス
技術。現在主流のFinFETやGAA（Gate-All-Around）FETに続く技術として期待されている

EUV • Extreme Ultravioletの略称。波長が約13.5nmの紫外線を指し、半導体製造の露光プロセスで使用される
光源技術

GAA • Gate-All-Aroundの略称。トランジスト技術の一種で、ゲートがすべての側面からチャネルに接触し、
継続的な小型化を可能にするトランジスタ構造を指す

GEN 1, 2・・ • Generation 1,2 ・・。既存製品のマイナーチェンジを示す呼称

HBM • High Bandwidth Memoryの略称。低消費電力かつ極めて広い帯域幅を持つ新型メモリチップ。スタッフ内
およびメモリとロジックの間の両方で、極めて広いデータチャネルを提供する標準化された積層メモリ技術

High AR 3D NAND • 次世代のフラッシュメモリ技術で、特にAR（アスペクト比：Aspect Ratio）が高い3D NAND構造を指す。
NANDフラッシュメモリの積層数を増加させることで、ストレージ容量を向上させ、コスト削減を図る

High-k/Metal Gate • High-k材料とは高誘導率（high dielectric constant）を持つ材料のこと
• High-k/Metal Gateとは、High-k材料と金属ゲートを組み合わせた最新のトランジスタ構造を指す
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用語集(2/2)

用語 説明

SEMI • 国際半導体製造装置材料協会。エレクトロニクス業界において製品設計．製造事業を展開する会員企業で
組織されるグローバル業界団体

SiC • シリコン（Si）と炭素（C)で構成される化合物半導体材料

SiGe • シリコン（Si)にゲルマニウム（Ge)で構成される合金半導体材料

Synergy ED • リガクの単結晶X線構造解析の要素技術と日本電子の透過型電子顕微鏡の要素技術を組み合わせて作られた
電子線回折装置。従来よりも微細な粉末状の結晶でも測定が可能。これまで解析が困難であった物質でも
構造情報を得ることができる

TFXRD • 半導体産業における薄膜特性の高精度な評価を目的としたX線回折（XRD）装置。特に、200mmおよび
300mmの大口径ウェーハ上の薄膜の測定に対応しており、研究開発から製造プロセスのモニタリングまで
幅広く利用されている

TSV • Through-Silicon Viaの略称。シリコン貫通ビアのことで、半導体チップを3次元的に積層・接続するための
垂直方向の電気的接続技術

WFE • Water Fab Equipment の略称。ウェーハを回路形成・検査するプロセスにおける製造装置を指す

XRT Micron • 高輝度X線光源と専用光学系を用いた高分解能・高速X線トポグラフィ装置。Si、SiC、GaNなどの単結晶
材料に対応。結晶欠陥を非破壊、全自動で検出できることから、半導体生産の歩留まり向上に寄与できる
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